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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 42,593 ― 2,751 ― 2,491 ― 1,684 ―

20年3月期第3四半期 38,889 10.5 2,585 23.1 2,348 19.0 1,473 △0.8

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 19.15 ―

20年3月期第3四半期 16.74 16.74

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 78,930 34,296 43.4 389.63
20年3月期 71,924 33,937 47.2 385.53

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  34,282百万円 20年3月期  33,925百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 3.00 ― 5.00 8.00
21年3月期 ― 3.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 4.00 7.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 50,000 △5.4 1,300 △61.5 800 △74.4 600 △70.3 6.82

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注)詳細は、４ページ 定性的情報・財務諸表等の４.その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、４ページ 定性的情報・財務諸表等の４.その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.平成20年11月４日に公表した通期の連結業績予想について本資料において修正しています。 
2.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の条件に基づいており、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、３ページ定性的情報・財務諸
表の３.連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
3.当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  89,227,755株 20年3月期  89,227,755株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  1,240,266株 20年3月期  1,232,014株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  87,991,987株 20年3月期第3四半期  87,997,732株
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（１）業績全般の概況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、原材料価格高騰の長期化、サブプライムローン問題に端を

発する金融危機、世界同時株安及び急激な円高などによる影響が実体経済に波及し、企業収益や個人消費の減少

など厳しい事業環境となりました。 

このような環境の下で当社グループは、中期経営計画（RISING PLAN 2010）初年度の目標達成に向かって、企

業価値増大を追及するために鋭意取り組んでまいりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は425億9千3百万円となり、経常利益は24億9千1百万円となり

ました。 

また当四半期純利益は、この経常利益に固定資産売却益1億8千7百万円の特別利益、固定資産除却損1億1千万

円、たな卸資産評価損8千万円の特別損失合計1億9千1百万円及び法人税等8億6千8百万円等を差引き、更に法人

税等調整額6千7百万円、少数株主利益2百万円を計上した結果、16億8千4百万円となりました。 

  

 （２）部門別の概況 

（化学品事業） 

無機事業部門では、クロム製品は鉄鋼・めっき業界向け出荷が横這いでしたが、輸出が好調に推移したこと及

び原料価格上昇分の販売価格への転嫁が進み、売上は増加しました。燐製品は電子工業向け製品の出荷が好調に

推移したこと及び原料価格上昇分の販売価格への転嫁が進み、売上は増加しました。シリカ製品は土木向け製品

の出荷は増加しましたが、製紙向け、ＩＴ関連製品の販売が減少したことや洗剤向け製品の出荷停止の影響を受

け、売上は減少しました。バリウム製品は液晶関連製品が好調に推移し売上は増加しました。この結果、無機事

業部門の売上高は、206億4千万円となりました。 

有機事業部門では、ホスフィン誘導体は新たな用途開拓により売上は堅調に推移しました。めっき向け製品は

原料上昇分の販売価格への転嫁が進み売上は増加しました。医薬中間体・農薬の受託製品も好調に推移し売上は

大幅に増加しました。この結果、有機事業部門の売上高は60億3千7百万円となりました。 

 無機事業部門と有機事業部門の合計である化学品事業の売上高は、266億7千8百万円となりました。 

  

（電材事業） 

電材事業部門では、リチウムイオン電池用正極材料は大手ユーザーの生産調整の影響により売上は減少しまし

た。電子セラミック材料は注文量の減少と販売価格の低下の影響で売上は減少しました。回路材料はＦＰＤ市場

低迷の影響で売上は減少しました。基礎材料はハイエンド品、汎用品共にユーザーの生産調整があり低迷しまし

た。この結果、電材事業部門の売上高は120億9千万円となりました。 

  

（その他事業） 

空調関連事業は、半導体関連の需要が落ち込みケミカルフィルタの売上は減少しました。賃貸事業及び書店経

営については順調に推移しました。この結果、その他事業の売上高は38億2千3百万円となりました。 

   

（１）資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ70億5百万円増加し、純資産は3億5千8百万

円増加しております。その結果、自己資本比率は47.2％から43.4％となっております。 

 増減の主なものは次のとおりであります。 

 流動資産では、現金及び預金が35億5千3百万円増加し、受取手形及び売掛金が18億1千8百万円増加し、商品及

び製品が19億7千3百万円増加し、仕掛品が16億5千5百万円増加しております。 

 固定資産では、建設仮勘定が9億2千5百万円減少し、投資有価証券が9億1千8百万円減少しております。 

 流動負債では、短期借入金が104億9千9百万円増加し、設備関係未払金が14億6千万円減少しております。 

 固定負債では、繰延税金負債が5億5千万円減少し、長期借入金が2億5千9百万円減少しております。 

 株主資本では、利益剰余金が9億8千万円増加しております。 

評価・換算差額等では、その他有価証券評価差額金が6億1千3百万円減少しております。 

  

   

定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

２．連結財政状態に関する定性的情報 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、30億9千7百万円の支出となりました。主

として、税金等調整前四半期純利益24億8千7百万円、減価償却費36億4千2百万円、売上債権の増加額25億7千4百

万円、たな卸資産の増加額43億4千5百万円、法人税等の支払額16億1千万円を加減したことによるものでありま

す。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に設備投資により29億5千7百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払や長期借入の返済がありましたが、設備資金や原材料の

購入資金等の調達により、96億1千2百万円の収入となりました。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ35億5千3

百万円増加し、61億9千6百万円となりました。 

 なお、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローと配当金を減算したフリー

キャッシュ・フローは、66億7千9百万円の支出となりました。 

   

  

平成21年３月期の通期の連結業績予想につきましては、米国発の金融危機に伴う世界的な景気後退の中、売上高

は、第３四半期後半以降、電子材料・自動車・輸出関連等の需要が急激に減速し、大幅に減少する見込みでありま

す。  

営業利益・経常利益及び当期純利益は、売上高の減少に伴う操業度の悪化による固定費負担の増加が見込まれるこ

と、また当社主要原材料の相場下落により売価が原価を先行して下落することが見込まれること等により、それぞれ

減少する見込みであります。 

なお、平成21年２月３日付「業績予想の修正に関するお知らせ」にて別途同様の公表をしております。 

平成20年11月４日の決算短信で発表しました通期の連結業績予想との差異は以下の通りです。 

  

平成21年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成20年４月１日～平成21年３月31日）  

※本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の条件に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。  

   

３．連結業績予想に関する定性的情報 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

    百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前 回 発 表 予 想 

（平成20年11月４日発表） 

（A） 62,000 4,000 3,700 2,300 26.14 

今 回 発 表 予 想 （B） 50,000 1,300 800 600 6.82 

増 減 額 （B－A） △12,000 △2,700 △2,900 △1,700 － 

増 減 率 （％） △19.4 △67.5 △78.4 △73.9 － 

（参考）前期（平成20年3月）実績 52,872 3,376 3,124 2,019 22.95 
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 該当事項はありません。 

  

   

（簡便な会計処理） 

 ①固定資産の減価償却費の算定方法 

予算に基づく償却予定額を、期間按分して算定しております。 

  

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

 該当事項はありません。  

  

  

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 （会計処理基準に関する事項の変更） 

① 四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

   

② 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、当第３四半期連結累計期間の営業利益は1億4千1百万円、経常利益は9千4百万円、税金等調整前四半期純利

益は1億7千1百万円減少しております。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

  

③ リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ 

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表より適用することができることになった

ことに伴い、当第１四半期連結会計期間より、これらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（追加情報） 

  有形固定資産の耐用年数の変更 

当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、当第１

四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ1億8千4百万円減少しております。なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,221 2,668

受取手形及び売掛金 15,934 14,116

有価証券 － 99

商品及び製品 7,349 5,375

仕掛品 4,434 2,779

原材料及び貯蔵品 3,552 2,835

繰延税金資産 199 335

その他 1,006 604

貸倒引当金 △30 △24

流動資産合計 38,667 28,790

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 29,351 29,328

減価償却累計額 △15,607 △15,049

建物及び構築物（純額） 13,743 14,278

機械装置及び運搬具 53,766 52,159

減価償却累計額 △41,945 △39,911

機械装置及び運搬具（純額） 11,820 12,247

土地 7,966 7,979

建設仮勘定 273 1,198

その他 5,687 5,418

減価償却累計額 △4,437 △4,144

その他（純額） 1,250 1,273

有形固定資産合計 35,054 36,978

無形固定資産 615 670

投資その他の資産   

投資有価証券 3,103 4,022

長期貸付金 267 251

繰延税金資産 40 38

その他 1,230 1,221

貸倒引当金 △49 △49

投資その他の資産合計 4,592 5,484

固定資産合計 40,262 43,133

資産合計 78,930 71,924
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,699 7,438

短期借入金 19,906 9,406

未払法人税等 262 1,021

未払消費税等 52 130

賞与引当金 121 439

設備関係未払金 941 2,402

その他 3,192 3,731

流動負債合計 32,176 24,569

固定負債   

長期借入金 7,219 7,478

退職給付引当金 761 757

負ののれん 70 87

繰延税金負債 3,139 3,690

その他 1,266 1,402

固定負債合計 12,457 13,417

負債合計 44,634 37,987

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,757 5,757

資本剰余金 2,269 2,269

利益剰余金 26,256 25,275

自己株式 △348 △346

株主資本合計 33,935 32,956

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 364 977

為替換算調整勘定 △17 △8

評価・換算差額等合計 347 968

少数株主持分 13 12

純資産合計 34,296 33,937

負債純資産合計 78,930 71,924
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 42,593

売上原価 34,762

売上総利益 7,831

販売費及び一般管理費 5,080

営業利益 2,751

営業外収益  

受取利息及び配当金 71

持分法による投資利益 53

その他 149

営業外収益合計 274

営業外費用  

支払利息 353

その他 180

営業外費用合計 534

経常利益 2,491

特別利益  

固定資産売却益 187

特別利益合計 187

特別損失  

固定資産除却損 110

たな卸資産評価損 80

特別損失合計 191

税金等調整前四半期純利益 2,487

法人税、住民税及び事業税 868

法人税等調整額 △67

法人税等合計 800

少数株主利益 2

四半期純利益 1,684
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,487

減価償却費 3,642

負ののれん償却額 △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6

賞与引当金の増減額（△は減少） △317

受取利息及び受取配当金 △71

支払利息 353

為替差損益（△は益） 3

持分法による投資損益（△は益） △53

固定資産除却損 110

有形固定資産売却損益（△は益） △187

売上債権の増減額（△は増加） △2,574

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,345

仕入債務の増減額（△は減少） △115

未払消費税等の増減額（△は減少） △77

その他 △42

小計 △1,196

利息及び配当金の受取額 74

利息の支払額 △364

法人税等の支払額 △1,610

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,097

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の償還による収入 100

有形固定資産の取得による支出 △3,068

有形固定資産の売却による収入 200

無形固定資産の取得による支出 △117

投資有価証券の取得による支出 △2

投資有価証券の売却による収入 0

貸付けによる支出 △32

貸付金の回収による収入 17

その他 △55

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,957

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,775

長期借入れによる収入 4,000

長期借入金の返済による支出 △1,535

自己株式の取得による支出 △2

自己株式の売却による収入 0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1

配当金の支払額 △624

少数株主への配当金の支払額 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,612

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,553

現金及び現金同等物の期首残高 2,642

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,196
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は製品の種類・性質の類似性を考慮し、化学品事業、電材事業、その他事業に区分しております。 

  ２．各区分に属する主要な製品 

  ３．会計方針の変更 

 定性的情報・財務諸表等の４（３）②に記載の通り、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の化学品事業の営業利

益が85百万円減少、電材事業の営業利益が56百万円減少しております。 

   ４．追加情報 

 定性的情報・財務諸表等の４（３）（追加情報）に記載の通り、平成20年度の法人税法の改正を契機に有形

固定資産の耐用年数を見直し、当第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。こ

の変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の化学品事業の営業利益が26

百万円減少、電材事業の営業利益が158百万円減少、その他事業の営業利益が0百万円減少しております。 

    

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

（５）セグメント情報 

①事業の種類別セグメント情報 

  
化学品事業 
（百万円） 

電材事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  26,678  12,090  3,823  42,593  －  42,593

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 55  －  210  265 (265)  －

計  26,733  12,090  4,034  42,858 (265)  42,593

営業利益  1,542  763  429  2,734  16  2,751

事業区分 主要製品 

化学品事業 

無機事業部門 クロム製品、燐製品、シリカ製品、バリウム製品、リチウム製品 

有機事業部門 
ホスフィンガス及びその誘導体、医薬中間体、農薬原体、次亜燐酸ソー

ダ、赤燐 

電材事業 電池用正極材料、電子セラミック材料、回路材料 

その他事業 
不動産賃貸・管理、書籍等の販売、環境測定、ケミカルフィルタ、空調

設備機器設計施工販売 

②所在地別セグメント情報 

日本化学工業㈱（4092）　平成21年3月期 第３四半期決算短信

－9－



  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

 (1) アジア・・・東アジア及び東南アジア諸国、中東諸国及びオセアニア 

 (2) 欧米他・・・アメリカ、ヨーロッパ諸国ほか 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  

③海外売上高 

  アジア 欧米他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,073  650  6,724

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  42,593

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 14.3  1.5  15.8

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 
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「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

  

  

前年同四半期 
（平成20年３月期 
第３四半期） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高  38,889

Ⅱ 売上原価  31,278

売上総利益  7,611

Ⅲ 販売費及び一般管理費  5,026

営業利益  2,585

Ⅳ 営業外収益  275

受取利息及び配当金  117

持分法による投資利益  4

その他  152

Ⅴ 営業外費用  512

支払利息  276

休止・低稼働固定資産減価償却費  112

その他  123

経常利益  2,348

Ⅵ 特別利益  51

その他  51

Ⅶ 特別損失  131

固定資産除却損  130

その他  0

税金等調整前四半期純利益  2,269

法人税、住民税及び事業税  803

法人税等調整額  △7

少数株主利益  0

四半期純利益  1,473
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前年同四半期 

（平成20年３月期 
第３四半期） 

区分 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益  2,269

減価償却費  3,440

退職給付引当金の減少額  △176

負ののれん償却額  △17

貸倒引当金の減少額  △13

賞与引当金の減少額  △305

持分法による投資利益  △4

受取利息及び受取配当金  △117

支払利息  276

為替差損  4

有形固定資産売却益  △32

有形固定資産除却損  130

売上債権の増加額  △479

たな卸資産の増加額  △1,406

仕入債務の増加額  1,046

未払消費税等の減少額  △118

その他  56

小計  4,551

利息及び配当金の受取額  119

利息の支払額  △268

法人税等の支払額  △1,385

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,017

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出  △1

投資有価証券の売却による収入  1

子会社株式の取得による支出  △11

子会社株式の売却による収入  10

有形固定資産の取得による支出  △2,145

有形固定資産の売却による収入  59

無形固定資産の取得による支出  △76

貸付金の実行による支出  △135

貸付金の回収による収入  36

その他投資活動による支出  △95

その他投資活動による収入  21

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,335

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増加額  747

長期借入れによる収入  1,750

長期借入金の返済による支出  △2,087

自己株式取得による支出  △1

自己株式売却による収入  0

配当金の支払額  △527

財務活動によるキャッシュ・フロー  △119

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △4

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  558

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,849

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,408
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前年同四半期（平成20年３月期第３四半期） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は製品の種類・性質の類似性を考慮し、化学品事業、電材事業、その他事業に区分しております。 

  ２．各区分に属する主要な製品 

  

（３）セグメント情報 

事業の種類別セグメント情報 

  
化学品事業 
（百万円） 

電材事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  20,623  14,855  3,410  38,889      －  38,889

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 61  －  210  271 (271)  －

計  20,684  14,855  3,621  39,161 (271)  38,889

営業利益  194  2,032  334  2,562  23  2,585

事業区分 主要製品 

化学品事業 

無機事業部門 クロム製品、燐製品、シリカ製品、バリウム製品、リチウム製品 

有機事業部門 
ホスフィンガス及びその誘導体、医薬中間体、農薬原体、次亜燐酸ソー

ダ、赤燐 

電材事業 電池用正極材料、電子セラミック材料、回路材料 

その他事業 
不動産賃貸・管理、書籍等の販売、環境測定、ケミカルフィルタ、空調

設備機器設計施工販売 
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